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日本興亜損害保険株式会社に対する行政処分に係る経営統合への影響について 

 
 
株式会社損害保険ジャパン（社長 佐藤 正敏）（以下「損保ジャパン」）と日本興亜損害

保険株式会社（社長 兵頭 誠）（以下「日本興亜損保」、以上２社併せて「両社」）は、本日、

経営統合に関する契約書を締結するとともに、株式移転計画を取締役会において決議しま

した。 

両社が経営統合の実現に向けた一歩を踏み出すにあたり、去る１０月２３日に日本興亜

損保が受けた保険業法第１３２条第１項の規定に基づく行政処分に関し、次のとおりお知

らせします。 

迅速に保険金をお支払いすることは保険会社の重要な責務でありますが、今般、不十

分・不適切な対応により保険金のお支払が遅延している事例が確認されたことにより、日

本興亜損保が本件処分を受けたことは、誠に遺憾であり深くお詫び申し上げます。 

両社は、来年４月の経営統合の実現に向けて引き続き準備を進めてまいりますが、本件

処分を受けるに至ったことを新グループ全体の問題として厳粛に受け止め、今後このよう

な事態が発生しないよう再発防止に努めるとともに、新グループのサービス品質向上につ

なげてまいる所存であります。 

なお、損保ジャパンは、本件問題が日本興亜損保の財務状況に与える影響などを検証し、

経営統合に重大な影響を及ぼすものではないことを確認しました。 

以上 
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株式会社損害保険ジャパン（「損保ジャパン」）および日本興亜損害保険株式会社（「日本興亜

損保」）は、両社の経営統合（「本経営統合」）に伴い、Form F-4 による登録届出書を米国証券

取引委員会（「SEC」）に提出する可能性があります。Form F-4 を提出することになった場合、

Form F-4 には、目論見書（prospectus）およびその他の文書が含まれることになります。Form 

F-4 が提出され、その効力が発生した場合、本経営統合を承認するための議決権行使が行われ

る予定である損保ジャパンおよび日本興亜損保のそれぞれの株主総会の開催日前に、Form F-4

の一部として提出された目論見書が、損保ジャパンおよび日本興亜損保の米国株主に対し発送

される予定です。Form F-4 を提出することになった場合、提出される Form F-4 および目論見

書には、損保ジャパンおよび日本興亜損保に関する情報、本経営統合ならびにその他の関連情

報などの重要な情報が含まれることになります。損保ジャパンおよび日本興亜損保の米国株主

におかれましては、それぞれの株主総会において本経営統合について議決権を行使される前に、

本経営統合に関連して SEC に提出された、または提出される可能性のある Form F-4、目論見書

およびその他の文書を注意してお読みになるようお願いいたします。本経営統合に関連して

SEC に提出される全ての書類は、提出後に SEC のインターネットウェブサイト（www.sec.gov）

にて無料で公開されます。なお、かかる書類につきましては、お申し込みに基づき、無料にて

配布いたします。配布のお申し込みは、お電話、お手紙または電子メールにて承ります。 

 

〒１６０－８３３８ 

東京都新宿区西新宿１－２６－１ 

株式会社損害保険ジャパン 

経営企画部ＩＲ室長 

原 伸一 

電話：81-3-3349-3913  

メール：SHara1@sompo-japan.co.jp  

ＵＲＬ：http://www.sompo-japan.co.jp 

〒１００－８９６５ 

東京都千代田区霞が関３－７－３ 

日本興亜損害保険株式会社 

経営企画部ＩＲ部長 

平尾 容子 

電話：81-3-3593-5418  

メール：yoko.hirao@nipponkoa.co.jp        

ＵＲＬ：http://www.nipponkoa.co.jp 

 

 

 

 



 

 

 

将来予想に関する記述について 

 

本書類には、上記の損保ジャパンおよび日本興亜損保の間の経営統合および業務提携ならび

にその結果にかかる「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。本書類に

おける記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述

に該当します。これら将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされた損保ジ

ャパンおよび日本興亜損保の仮定および判断に基づくものであり、これには既知または未知の

リスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在しています。かかるリスク、不確実性およ

びその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示的に示される損保ジャパ

ンおよび日本興亜損保（または統合後のグループ）の将来における業績、経営結果、財務内容

に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらす可能性があります。損保ジャパンおよび日本興

亜損保は、本書類の日付後において、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うも

のではありません。投資家の皆様におかれましては、今後の日本国内における公表および SEC

への届出において損保ジャパンおよび日本興亜損保（または統合後のグループ）の行う開示を

ご参照ください。  

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、以下のものが挙げられま

すが、これらに限られるものではありません。 

（１）日本国内外の経済情勢。 

（２）日本の保険業界に対する規制動向。 

（３）保険引受の時点でその種類または規模を予測することができない損害の発生。 

（４）再保険の保険料および付保の可能性。 

（５）両社（または統合後のグループ）の資産運用の成果。 

（６）経営統合の詳細について当事者すべてが満足する合意に至ることができないことその

他本件取引が実施できないこと。 

（７）統合後のグループにおいてシナジーや統合効果の実現に困難が伴うこと。 
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